
全国的に認知症の方を含め、高齢者等を中心に消費者トラブルが増加し、また悪質化・深刻化してお

り、相談体制の整備に加え、消費生活上特に配慮を要する消費者に対する取組が必要となっておりま

す。

そこで、徳島県では市町村と地域の様々な団体・機関が連携して高齢者等を見守る「消費者安全確保

地域協議会（見守りネットワーク）」の構築を進めており、平成 年度末までに県内全市町村での設置を

目標としています。

Ｈ２９年度
◆８市町に地域協議会が設置された

消費者庁の「地方消費者行政強化作戦」では，人口 万人以上の全市町に見守りネットワークを設置する

こととされているが、県は平成 年 月末に全国で初めてこの目標を達成。見守りネットワークでは、構成

団体が普段の業務や活動の中で高齢者の消費生活や健康、安否などに気を配り、何かあったら関係機関

へつなぎ、支援する仕組みを構築

板野町、上板町、徳島市、北島町、松茂町、吉野川市、
阿南市、鳴門市（H29年度末累計 ８市町） 進捗率３３％

◆２４市町村を訪問し、制度の説明と現状を確認

◆市町村にアンケート調査、ヒアリングの実施

◆県版｢とくしま消費者見守りネットワーク｣設立

・平成３１年度までに各都道府県の人口５万人以上の全市町に地域協議会を設置展開

・徳島の取組事例を踏まえ、他の都道府県に働き掛けを行う。

Ｈ３０年度

◆３１年度までに全市町村設置を目指し働き掛け

阿波市、勝浦町、神山町、石井町、小松島市
（H30.8末 13市町） 進捗率５４％

◆ネットワーク構築のためのフォーラムを開催

◆とくしま消費者見守りネットワーク定例会議

の開催(H30.8.29)

◆３圏域研修会の開催（H30.7.17県南域）

◆とくしま消費者見守りネットワークの構成団体と啓発活動を実施

構成団体と協力し、消費者トラブルの啓発チラシの作成及び啓発活動を実施

消費者庁と県が連携して実施しているプロジェクトについて

全国展開
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３ プロジェクト ｜ ③見守りネットワークの構築



- 18 -

３ プロジェクト ｜ ③見守りネットワークの構築
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３ プロジェクト ｜ ③見守りネットワークの構築
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３ プロジェクト ｜ ③見守りネットワークの構築



公益通報者保護法は、公益のために通報を行った労働者に対する解雇等の不利益な取扱いを禁止

する法律です。その通報を処理するための内部通報制度は、事業者の自浄作用を発揮し、不正や不祥

事を早期に確認、是正することができる非常に有効な制度です。

そこで、この制度の実効性を向上させ、消費者の安全安心を守り、社会経済全体の利益を図るため、

県内に通報窓口を整備していきます。

Ｈ２９年度
◆県内自治体の内部通報窓口の設置

内部通報窓口は、市町村の職員が同市町村に関する不正を通報することができる同市町村の窓口

時点で県内 市町村に設置（設置率 ％）

→ H29.7.24時点で県内全市町村に設置（設置率100％を達成）
◆県内全市町村における外部通報窓口の設置

外部通報窓口は、外部の労働者が自分の所属する事業者の不正等について，処分又は勧告等の権限を

有する国や県、市町村等の行政機関へ通報することのできる窓口

時点で県内 市町村（設置率 ％）

→ H29.10.1時点で県内全市町村に設置（設置率100％を達成）
◆市町村担当者会を開催

◆コンプライアンス経営強化推進事業の３団体選定

県内事業者を会員に持つ３団体に業務委託し、会員にアンケートや研修等を実施し、通報窓口の設置を

推進

他の都道府県モデルとなるようさらに推進し、徳島の取組事例を踏まえ、
他の都道府県で展開

Ｈ３０年度
◆市町村に代わって通報を受けられる「外部の労働者からの

公益通報共通窓口」を県消費者情報センターに設置

◆通報制度の運用状況を評価・点検

◆事業者向け研修会を開催

◆全国市町村への通報窓口設置の推進

全国展開

消費者庁と県が連携して実施しているプロジェクトについて
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３ プロジェクト ｜ ④公益通報窓口及び内部通報制度の整備促進
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３ プロジェクト ｜ ④公益通報窓口及び内部通報制度の整備促進




